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決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 構成比 増減率

1 使 用 料 及び手 数料 247,562 1.6 240,380 ▲ 2.9 197,618 26.7 ▲ 17.8

2 国 庫 支 出 金 535,080 52.8 281,235 ▲ 47.4 175,200 23.7 ▲ 37.7

3 繰 入 金 91,200 24.9 107,900 18.3 128,438 17.4 19.0

4 繰 越 金 17,728 49.3 15,787 ▲ 10.9 17,056 2.3 8.0

5 諸 収 入 20,256 460.6 27,545 36.0 17,284 2.3 ▲ 37.3

6 町 債 536,600 43.5 311,300 ▲ 42.0 203,800 27.6 ▲ 34.5

1,448,426 37.1 984,147 ▲ 32.1 739,396 100.0 ▲ 24.9

※　端数処理のため各構成比の合計が100％にならない場合がある。

歳 入 合 計

下 水 道 事 業 特 別 会 計 上　下　水　道　課

１．令和２年度　決算の概要

○　収入の状況

　令和2年度下水道事業特別会計決算額のうち、歳入総額は739,396千円で、そのうち主なものは使用料及び手数料として197,618千円、国庫支出金175,200千円、一

般会計からの繰入金128,438千円、繰越金17,056千円、諸収入17,284千円、町債203,800千円であった。使用料及び手数料については、前年度比▲17.8％である

が、これは新型コロナウイルス感染症に係る支援策として、下水道使用料の減免措置を実施したことによるものである。なお、使用料の減収分については、一般会計繰

入金により補填された。

　一方、歳出総額は717,396千円で、その主なものは汚水施設管理費、桂川右岸流域下水道維持管理負担金等の管理費165,549千円、大山崎排水機場建設事業委

託料、公共下水道施設実施設計業務委託料、桂川右岸流域下水道事業建設負担金等の事業費400,306千円、町債の元利償還金等の公債費139,824千円であっ

た。

　また、令和3年3月31日現在における普及率は、人口比でみると、行政区域内人口16,348人に対し供用開始区域内人口16,334人で約99.9％となっており、また面積

比でみると、計画処理区域328ヘクタールに対し下水道整備区域288.4ヘクタールで約87.9％である。

（単位：千円、％）

区 分
平成30年度 令和元年度 令和2年度
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決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 構成比 増減率

1 総 務 費 117 ▲ 4.9 1,617 1282.1 3,955 0.6 144.6

2 管 理 費 169,601 3.0 221,985 30.9 165,549 23.1 ▲ 25.4

3 事 業 費 1,101,243 51.9 593,603 ▲ 46.1 400,306 55.8 ▲ 32.6

4 公 債 費 147,930 ▲ 0.5 143,367 ▲ 3.1 139,824 19.5 ▲ 2.5

5 諸 支 出 金 13,748 皆増 6,519 ▲ 52.6 7,762 1.1 19.1

6 予 備 費 0 - 0 - 0 0.0 -

1,432,639 37.9 967,091 ▲ 32.5 717,396 100.0 ▲ 25.8

※　端数処理のため各構成比の合計が100％にならない場合がある。

決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 構成比 増減率

18,594 86.2 18,508 ▲ 0.5 18,889 2.6 2.1

147,930 ▲ 0.5 143,367 ▲ 3.1 139,824 19.5 ▲ 2.5

166,524 5.0 161,875 ▲ 2.8 158,713 22.1 ▲ 2.0

30,622 ▲ 5.4 39,925 30.4 33,898 4.7 ▲ 15.1

972 皆増 850 ▲ 12.6 450 0.1 ▲ 47.1

119,530 ▲ 2.4 164,319 37.5 116,267 16.2 ▲ 29.2

0 - 0 - 0 - -

1,088,383 52.5 585,980 ▲ 46.2 391,426 54.6 ▲ 33.2

12,860 10.0 7,623 ▲ 40.7 8,880 1.2 16.5

13,748 皆増 6,519 ▲ 52.6 7,762 1.1 19.1

1,432,639 37.9 967,091 ▲ 32.5 717,396 100.0 ▲ 25.8

※　端数処理のため各構成比の合計が100％にならない場合がある。

歳 出 合 計

○　目的別経費の状況 （単位：千円、％）

区 分
平成30年度 令和元年度 令和2年度

（単位：千円、％）

区 分
平成30年度 令和元年度 令和2年度

歳 出 合 計

貸 付 金

公 債 費

小計（義務的経費）

物 件 費

維 持 補 修 費

繰 出 金

人 件 費

補 助 費 等

公 共 下 水 道 事 業 費

流 域 下 水 道 事 業 費

○　性質別経費の状況
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（単位：％）

※　端数処理のため各構成比の合計が100％にならない場合がある。

○　歳入歳出決算構成比表　

自主財源

48.7
依存財源

51.3

繰入金

17.4

使用料及び

手数料

26.7

繰越金

2.3諸収入

2.3

町債

27.6

国庫支出金

23.7

歳入

739,396千円

100％

義務的

経費

22.1

任意的

経費

77.9

公債費

19.5 人件費

2.6

公共下水道

事業費

54.6 

補助費等

16.2

物件費

4.7

流域下水道

事業費

1.2

歳出

717,396千円

100％

維持補修費
0.1

繰出金
1.1
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(１) 目的別

(２) 借入先別

合 計 2,449,555 203,800 114,363 2,538,992

市 中 銀 行 424,515 0 61,036 363,479

簡 易 保 険 29,357 0 1,946 27,411

地 方 公 共 団 体 金 融 機構 1,589,965 196,900 23,776 1,763,089

財 政 融 資 資 金 337,085 0 26,969 310,116

(単位：千円）

区 分

令和元年度末 令和2年度 令和2年度 令和2年度末

現在高　　（Ａ） 発行額　　（Ｂ） 元金償還額　　（Ｃ）
現在高

（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

合 計 2,449,555 203,800 114,363 2,538,992

流 域 下 水 道 債 459,432 8,800 34,021 434,211

公 共 下 水 道 債 1,990,123 195,000 80,342 2,104,781

２．地方債現在高の状況

(単位：千円）

区 分

令和元年度末 令和2年度 令和2年度 令和2年度末

現在高　　（Ａ） 発行額　　（Ｂ） 元金償還額　　（Ｃ）
現在高

（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

そ の 他 の 金 融 機 関 68,633 6,900 636 74,897
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（単位：円）

有収水量 収入率

( ) (％)

278 2,012,463 1,049,456 28,134 934,873 52.1

343,502 4,388 28,356,736 28,328,301 28,435 99.9

346,884 5,772 38,035,409 38,014,872 20,537 99.9

370,186 4,368 33,722,173 33,709,815 12,358 100.0

353,286 5,808 39,267,479 39,259,933 7,546 100.0

335,836 4,311 28,085,118 28,017,356 67,762 99.8

338,177 4,273 29,084,406 28,766,394 318,012 98.9

2,087,871 29,198 198,563,784 197,146,127 28,134 1,389,523 99.3計

6 期 分

5 期 分

4 期 分

不納欠損額

滞 納 繰 越 分

3 期 分

1 期 分

2 期 分

収入未済額

３．下水道使用料収入状況調期別収入状況

件数 調定額 収入額
                                     内訳
  期別
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